
可
決
し
た
意
見
書
等（
要
旨
）

固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
の
軽

減
措
置
の
継
続
を
求
め
る
意
見
書

青
色
申
告
者
を
含
む
小
規
模
事
業

者
は
危
機
的
な
社
会
経
済
状
況
の
中
、

厳
し
い
経
営
を
強
い
ら
れ
、
生
活
基

盤
は
圧
迫
さ
れ
続
け
て
い
る
現
状
に

あ
る
。
ま
た
、
多
く
の
都
民
が
、
税

や
社
会
保
障
な
ど
の
負
担
の
増
加
に

あ
え
い
で
い
る
実
態
に
あ
る
。

こ
の
厳
し
い
環
境
下
に
お
い
て
、

東
京
都
独
自
の
施
策
と
し
て
定
着
し

て
い
る
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画

税
の
軽
減
措
置
が
廃
止
さ
れ
る
と
、

小
規
模
事
業
者
の
経
営
や
生
活
は
さ

ら
に
厳
し
い
も
の
と
な
り
、
ひ
い
て

は
地
域
社
会
の
活
性
化
の
み
な
ら
ず
、

日
本
経
済
の
回
復
に
大
き
な
影
響
を

及
ぼ
す
こ
と
に
も
な
り
か
ね
な
い
。

よ
っ
て
、
豊
島
区
議
会
は
、
次
の

事
項
に
つ
い
て
強
く
要
望
す
る
。

１

小
規
模
住
宅
用
地
に
対
す
る
都

市
計
画
税
を
２
分
の
１
と
す
る
軽
減

措
置
を
平
成
２５
年
度
以
降
も
継
続
す

る
こ
と
。

２

小
規
模
非
住
宅
用
地
に
対
す
る

固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
を
２

割
減
額
す
る
減
免
措
置
を
平
成
２５
年

度
以
降
も
継
続
す
る
こ
と
。

３

商
業
地
等
に
お
け
る
固
定
資
産

税
及
び
都
市
計
画
税
に
つ
い
て
、
負

担
水
準
の
上
限
を
６５
％
に
引
き
下
げ

る
減
額
措
置
を
平
成
２５
年
度
以
降
も

継
続
す
る
こ
と
。

（
東
京
都
知
事
あ
て
）

米
国
の
未
臨
界
核
実
験
に
抗
議

米
国
が
２４
年
１２
月
５
日
に
行
っ
た

２７
回
目
の
未
臨
界
核
実
験
に
対
し
、

豊
島
区
議
会
は
、
１２
月
１９
日
、
米
国

大
統
領
あ
て
に
抗
議
の
要
請
書
を
送

付
し
ま
し
た
。
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